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研究要旨

研究目的
我が国は、少子高齢化による人口動態、臓器移植の

推進などにより献血液の需要が一段と高まると予測さ
れる。一方で若者の献血離れなどにより、需要に対す
る供給は不足すると推計されており、将来の高まる需
要に見合った献血の確保は極めて重要である。他方、
昨今献血による HIV 感染事例が問題となった。若林、
生島らの HIV 陽性者を対象にした調査によれば、感染
判明がのきっかけが献血であるものが 3.1%あった。感
染の可能性の認識は他の手段に比べると低いものの、
そのうち 27.2%は献血時に HIV 感染可能性がある程度
以上あったと回答している。市川、塩野らによる一般
人口を対象とした調査からは、過去 6 か月間の献血経
験をもつ MSM（Men who have Sex with Men）がある
一定割合がいることが報告されている。しかし、その
背景については不明な点が多くより詳細な調査が求め
られている。

そこで本研究では、安全な献血血液確保のための有
効な情報伝達のあり方および普及啓発方法を検討し提
示するため、ハイリスク層（MSM）における献血につ
いての意識や行動の実態を明らかにすることを目的と
する。

研究方法
1. MSM を対象とする献血に関連する経験に関する調査

MSM を対象としたインターネット上での無記名自
記式質問紙調査を行う本調査に先だって、適切な質問
紙作成のためのパイロット調査を 2015 年度に行った。
今年度は、パイロット調査をもとに修正を加えた質問
紙を用いて、本調査を行った。
① 2015 年度パイロット調査：質問紙作成のため、献
血で陽性が判明した MSM および献血習慣がある MSM、
3 名程度を対象に、個別の半構造化された質問紙を元
に聞き取り調査を実施した。献血や検査に至る経過に
ついて面接し、事例を収集した。その内容に基づいて
調査項目案の妥当性を考査した（面接時間 30 〜 60 分）。
面接内容は研究参加者の同意のもと録音した。リクルー
トは、HIV 陽性 MSM の場合はぷれいす東京に対面相談
で来所経験がある者から、献血習慣がある MSM の場
合は機縁法で、協力を依頼した。質問項目は下記の通
りである。
・属性 
・自己のセクシュアリティの認識や行動 
・献血経験、動機、知識 
・HIV 検査受検経験
 ・献血 / エイズ教育に触れた経験 など、全 26 問 

本研究では、安全な献血血液確保のための有効な情報伝達のあり方および普及啓発方法を検討し提示するため、わが
国のエイズ発生動向調査で感染者・患者報告数の多くを占め、HIV 感染のハイリスク層の一つである MSM（Men who 
have Sex with Men）における献血についての意識や行動の実態を明らかにすることを課題とした。今年度は、昨年度の
インタビュー調査に基づき、自記式質問紙調査を計画し、生涯の献血教育に触れた機会、献血時の問診を受けた経験に関
する質問に加え、これまでの MSM としての性行動、HIV 検査受検行動に関する質問を設け実施した。分析対象 2,026 件
のうち、献血経験割合は 65.8％で、過去 1 年の献血経験割合は 21.8％であった。献血をする動機は社会貢献の意識が最
も多く、次いで健康管理などが挙げられていた。集団献血の経験者は 46.0％で、そのうち学校が 47.8%、職場が 44.0%だった。
また、献血の制限項目の認識は 81.2％が認知をしているものの、献血場所で知ったという人が 70.2％と最も多く、事前
の情報提供に課題がのこされていた。次年度は、献血者側の意識を高め、実態に即した現状を問診回答できるように、齟
齬を是正するための取り組みが必要とされている。

今年度の報告では、回答者を 10 代 (18 歳以上 )、20 代、30 代、40 代、50 代、60 歳以上の 6 区分年齢層に区分した分
析結果を報告した。

HIV 感染ハイリスク層への情報伝達方法及び
意識調査の研究
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② 2016 年度本調査：MSM を対象にした MSM 向けホー
ムページ利用者を対象とし、昨年度のパイロット調査を
もとに作成した質問紙を用いて、ウェブ調査を行った。

2. 調査の実施
リクルート方法は、MSM 向けホームページにバナー

広告を出稿し、ウェブ調査へリクルートした。参加者
は各自の保有する携帯電話端末等からインターネット
上の質問票サイトへアクセスし、同意の上調査に参加
するものとした。回答を終了した者のうち、抽選で
1000 人に金券 500 円を提供した。

【取り込み基準】
回答は Cookie により同一回答防止をし、すべての設

問に回答した者のみを有効回答とした。

3. 調査期間
2016 年 12 月 3 日〜 9 日の 7 日間で実施した。該当

の期間、ホームページ上にバナー広告を出稿し、12 月
10 日にウェブ調査のためのサイトの公開を停止した。

4. 質問項目
年齢、HIV 感染予防行動、HIV 検査行動、献血行動、

献血に関する知識、および献血の制限項目に関する評
価について、合計 55 問を選択形式および自由記述方式
で尋ねた。

5. 分析方法
得られた回答数は 2,526 件、有効回答は 2,286 件であっ
た。分析にあたって、日本国内に居住する MSM( 性別
を男性と回答、生涯同性との性経験あり ) に限定し、
すでにHIV陽性を確認している回答者を除外した2,026
件を分析対象とした。2026 件の回答者を 10 代 (18 歳
以上 )、20 代、30 代、40 代、50 代、60 歳以上に年
齢層を区分し、回答者の属性、HIV 検査行動、HIV 感
染自己評価・性感染症既往、HIV の学習歴・身近さ、
性行動、献血学習歴・身近さ、献血行動、献血知識・
制限事項について、記述的分析を実施した。年齢階級
別の集計結果を付表 1 〜 9 に示した。分析には、IBM 
SPSS Statistics 23.0 - Mac OS を用いた。なお、統計的
有意水準は 5%未満とした。　

（倫理面での配慮）
本研究の研究計画については、特定非営利活動法人

ぷれいす東京倫理委員会 (2015 年 11 月 ) より承認を得
て実施した。研究参加者に対し、本研究の参加は、参
加者の自由な意思であり、不参加の場合でもいかなる
不利益が生じないことを、説明文書および質問紙に明
記した。また、答えづらい質問には答えなくてよいこ
とを伝えた。

研究結果
1. 調査参加者の属性 ( 表 1) 　

分 析 対 象 の 2,026 件 の 年 齢 階 級 は、10 代 39 件
(1.9% )、20 代 595 件 (29.4% )、30 代 612 件 (30.2% )、

表 1. 回答者基礎情報
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40 代 626 件 (30.9% )、50 代 139 件 (6.9% )、60 歳以
上 15 件 (0.7% ) となった。居住地は北海道・東北 187
件 (9.2% )、東京 452 件 (22.3% )、関東・甲信越 ( 除
く東京 ) 397 件 (19.6％ )、東海 246 件 (12.1% )、北陸 
31 件 (1.5% )、近畿 354 件 (17.5% )、中国・四国 128
件 (6.3% )、九州 231 件 (11.4% ) であった。関東近県の
回答が多いものの、全国からの回答を得ることができ
た。健康保険証の所持状況では、国民健康保健および
職場の健康保健を所持しているのが 90.4%、親・家族
の扶養に入っているのが 7.9%だったのに対し、いずれ
の健康保険証についても持っていないと回答したのが
1.6%だった。

2. HIV 検査行動 ( 表 2)
HIV 検査の生涯受検経験は、全体で 70.7%が受検

したことがあると回答していた。年齢階級別にみる
と、10 代 17.9%、20 代 63.4%、30 代 75.0％、40 代 
76.0％、50 代 75.5%、60 歳以上 53.3%だった。生涯
受検経験者のうち過去 1 年間に受検している割合は
56.2%であり、これは先行研究と比較しても、高い割
合にあった。年齢階級別にみると、10 代 71.4%、20
代 67.6%、30 代 53.8％、40 代 50.6％、50 代 49.5%、
60 歳以上 62.5%だった。

一方、生涯に HIV 検査を受検したことがない回答者
を対象に、その理由も本調査では訊いた。最も多い理
由が「検査を受ける機会が無かった (54.9% )」が最も
多く、「検査を受ける時にゲイ・バイだと説明するのが
面倒だ (29.5% )」、「陽性という検査結果を知るのがこ
わい (28.5% )」、「HIV 感染の可能性がない (24.4% )」が
それに続いた。

3. HIV 感染自己評価・性感染症既往 ( 表 3) 　
現在、自分が HIV に感染している可能性の自己評価

については、かなりある 0.6%、ある程度ある 16.0%、
ほとんどない 60.3%、まったくない 23.1%だった。

HIV 感染症以外の性感染症の既往は全体で、ある 
33.1%、ない 66.9%だった。年齢階級別にみると、10
代 2.6%、20 代 20.5%、30 代 35.9％、40 代 42.2％、
50 代 41.0%、60 歳以上 40.0%だった。生涯に感染し
たことのある性感染症について症状別にみると、毛
じらみ 54.8%が最も多く、梅毒 29.7%、クラミジア 
27.9%、B 型肝炎 17.8%、淋病 17.0%、尖圭コンジロー
マ 16.1%が続いた。

4. HIV の学習歴・身近さ ( 表 4)
HIV/ エイズについての学校等での学習については

全体で、経験あり 53.7%、経験なし 46.3%だった。年
齢階級別にみると、10 代 97.4%、20 代 88.6%、30 代 
64.2％、40 代 19.5％、50 代 5.8%、60 歳以上 0.0%だっ
た。疾病としての HIV/ エイズ「発見」が 1980 年代前
半であったことを考慮すれば、中高年層が教育課程の
なかで HIV/ エイズの学習の機会がなかったことは当
然と考えられるだろう。学習機会のあった学校として
は、高等学校 68.7%が最も多く、中学校 62.3%、小学
校 20.1%、大学・短大 15.6%が続いた。

友だちや知り合いに HIV に感染している人がいると
思うかという問いでは、「いる (29.9% )」が最も多く、「い
ると思う (22.6% )」、「いないと思う (22.6% )」、「わから
ない (18.7% )」、「いない (6.2% )」と続いた。「いる」、「い
ると思う」をあわせると半数を超えていた。 

5．性行動 ( 表 5) 
今回の分析対象が MSM であるため、定義上、分析

対象者はすべて生涯に同性とセックス経験がある。は
じめて同性とセックスをした時期については 20 代 
47.7%、10 代 42.3%、30 代 7.5%だった。同性とのア
ナルセックスは 95.7％が経験していて、経験のある回
答者のうち 69.2%が現在から過去 6 ヶ月のあいだにア
ナルセックスをしていた。最後のアナルセックス時の
コンドーム使用については、「使った (58.5% )」、「使わ
なかった (38.5% )」だった。

表 2. HIV 検査行動
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表 3.HIV 感染自己評価・STI 既住

表 4. HIV の学習歴・身近さ

表 5. 性行動
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6. 献血学習歴・身近さ ( 表 6)
献血についての学校等での学習については全体で、

経験あり 43.6%、経験なし 56.4%であり、年齢階級別
にみると、10 代 61.5%、20 代 61.7%、30 代 44.3％、
40 代 28.0％、50 代 30.2%、60 歳以上 33.3%だった。
HIV/ エイズに比べると、全体では 10%程度低かった。
学習機会のあった学校としては、高等学校 67.5%が最
も多く、中学校 64.5%、小学校 32.4%、大学・短大 
15.8%が続いた。

友だちや知り合いに献血をしている人がいると思う
かという問いでは、「いる (47.8% )」が最も多く、「い
ると思う (35.1% )」、「わからない (10.0% )」、「いないと
思う (5.9% )」、「いない (1.2% )」と続いた。ただし、こ
の「友だちや知り合い」は設問において MSM に限定
していないことを付言する。

　
7. 献血行動 ( 表 7、8)

献血の生涯経験は、全体で 65.8%が献血したこと
があると回答していた。年齢階級別にみると、10 代 
25.6 %、20 代 51.8 %、30 代 65.5 ％、40 代 76.7 ％、
50 代 85.6%、60 歳以上 100%だった。はじめて献血を
した時期については全体では、10 代の時期 54.0%、20
代の時期 40.6%、30 代の時期 3.7％、40 代の時期 0.8％、
覚えていない 1.0%だった。

一方、生涯に献血をしたことがない回答者を対象に、
その理由も一般集団を対象とした先行研究の指標を用
いて本調査では訊いた。最も多い理由が「性行動等に
よる献血制限で献血したくてもできなかった (27.0% )」
が最も多く、「針を刺すのが痛くて嫌だから (18.8% )」、

「なんとなく不安だから (14.7% )」、「時間がかかりそう
だから (14.1% )」、「恐怖心 (13.6% )」、「健康上できな
いと思ったから (12.8% )」、「なんとなく (12.8% )」、「そ

の他 (12.3% )」、「献血する意志がないから (11.5% )」、「近
くに献血する場所や機会がなかったから (11.5% )」が
続いていた。

最後に献血をした時期では、過去 1 年間 21.8%、1
〜 2 年前 12.8%、3 年以上前 65.4%だった。過去 1 年
間の献血経験を年齢階級別にみると、10 代 40.0%、20
代 31.5%、30 代 18.7%、40 代 20.0%、50 代 12.6%、
60 歳以上 26.7%だった。最後の献血の動機について
は、「自分の血液が役立ってほしいから (57.5% )」、「輸
血用の血液が不足していると聞いたから (35.5% )」、「社
会の役に立ちたいから (28.3% )」と社会貢献の動機が
多くを占めており、「健康管理のため (27.0% )」、「お菓
子やジュースがもらえるから (25.8% )」、「なんとなく
(23.8% )」がこれに続いた。

生涯に献血経験のある者にたいして学校や職場での
集団献血についても本研究では訊いており、46.0%が
集団献血の経験があると答えた。年齢階級別にみると、
10 代 2 件 (20.0% )、20 代 128 件 (12.8% )、30 代 166
件 (41.4% )、40 代 248 件 (51.7% )、50 代 62 件 (52.1% )、
60 歳以上 7 件 (46.7% ) だった。集団献血を行った場所
では、学校 47.8%が最も多く、職場 44.0%、献血イベ
ント 7.2%がこれに続いていた。

自由記述の回答のなかには下記のように、職場の同
調圧力により、望まないかたちでの献血に応じたケー
スについて書かれた。

「職場の献血圧力に負けて献血しました。適当な理由
で断ろうとしたけどいい理由が思いつかず、結果、献
血してしましました。献血を職場で勧めるのはやめて
欲しいです」

生涯に献血経験のある者にたいして HIV 検査の代わ
りに献血をしたことがあるかについても訊いており、

「ある(4.1%)」54件、「答えたくない(0.9%)」12件だった。

表 6. 献血学習歴・身近さ
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表 7. 献血行動 ①

表 8. 献血行動 ②
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 8. 献血知識・制限事項 ( 表 9) 　
献血に関連する知識について「知っている」と回答

したのがそれぞれ、「HIV 感染に気づかずに献血する
ことで他の人に感染を起こしてしまう可能性がある」
88.8%、「献血では HIV 検査の結果を伝えていない」
74.3%、「日本では献血血液を厳格に検査するシステム
が導入されている」64.1％、「HIV の感染初期では、現
在の技術では血液からウイルスを完全には検出できな
い」61.8%だった。

献血の制限事項について聞いたことがあると回答し
ているのが 81.2%であり、その条件を知った場所は「献
血場所 (70.2% )」が最も多く、「口コミ (18.8% )」、「HIV
に関するニュース (17.7% )」、「日本赤十字のウェブサ
イト (16.6% )」がこれに続いた。

本研究では現在、献血の際に示される献血の制限
事項の内容を質問紙上で示し、それをどのように感
じるかについても訊いた。その結果、「とても適切だ
(28.1% )」、「ある程度適切だ (46.5% )」、「適切ではない
(18.3% )」、「まったく適切ではない (7.0% )」だった。

なおこの質問項目には自由記述欄を併設しており、
「ある程度適切だ」と回答している者のなかでも、「学
生時代、男性同士接触という項目で同級生がバカにし
て盛り上がっていたことに、とても心を痛めた思い出
があります。もう少し別の表記出来ないかと思いま
す。」、「科学技術発展で、即時にわかるシステムができ
ないと、おいそれと献血に協力できない現状はしょう
がないし、不特定に受け入れざるを得ないのだから、

現状で線引きは仕方ないと思う」、「ゲイでも献血をし
て、役立ちたいと思うけれど、男性同士の性的接触が
あれ、それが特定の人であっても、献血できないとい
うことがあまり理解できない」などの記述があった。

最後に、献血を制限する条件が必要な理由について
もっと知りたいと思うかという設問については、「知り
たい (49.7% )」、「どちらでもない (43.5% )」、「知りたく
ない (6.8% )」だった。

考 察
分析対象者の居住地は、北海道・東北 (9.2% )、東

京 (22.3% )、関東・甲信越 ( 除く東京 ) (19.6％ )、東海 
(12.1% )、北陸 (1.5% )、近畿 (17.5% )、中国・四国 (6.3% )、
九州 (11.4% ) と、エイズ動向委員会の報告地の分布に
近い回答を全国から得ることができた。回答者の年齢
は 20 代 595 件 (29.4 % )、30 代 612 件 (30.2 % )、40
代 626 件 (30.9% ) であり、20 代〜 40 代で 9 割を占
めており、性的に活発な年齢層の回答を得ることがで
きたと考える。

HIV 検査の生涯受検経験は、全体で 70.7%が受検
したことがあると回答していた。友だちや知り合いに
HIV に感染している人がいると思うかという問いでは、

「いる」、「いると思う」をあわせると半数を超えていた
が、「いないと思う (22.6% )」、「わからない (18.7% )」、「い
ない (6.2% )」と HIV に対してリアリティや身近さを十
分に感じていない層も存在した。

表 9. 献血知識・制限事項評価
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自分が HIV に感染している可能性についての自己評
価は、ほとんどない（60.3%）、まったくない（23.1%）
と多くを占めた。一方で、最後のアナルセックス時の
コンドーム使用について、「使わなかった (38.5% )」と
回答しており予防行動がともなっていない傾向もみえ
た。

献血経験割合は回答者の 65.8％であり、そのうち、
21.8％が過去 1 年に献血をしていた。献血をする動機
としては、社会貢献の意識が最も多く、次いで健康管
理などが挙げられた。その一方で、HIV 検査代わりに
献血をする人（4.1％）だった。この結果は、居住地
域など回答者の背景や一般層との比較が待たれるが、
MSM の献血行動を取る者のうち、多くの者は社会貢献
を動機としていたといえる。

回答者のうち、同性との性行動を開始した時期は 10
〜 20 代で 90％あった。こうした状況と、献血に関し
て集団献血や知識の提供の時期と場所に課題が見えた。

集団献血の経験者は回答者全体の 46.0％で、そのう
ち、学校が 47.8%、職場が 44.0%だった。自由記述の
なかには、集団献血時に適切な理由で献血を断ろうと
したが集団圧力により献血してしまった回答があった。
集団献血時には周りに気付かれないように、対象から
はずす工夫やその方法の周知が欲しいとの意見も寄せ
られた。

献血についての学校等での学習機会については回答
者全体で、経験あり(43.6%)だった。特に、10代(61.5%)、
20 代 (61.7% )、30 代 (44.3％ ) では高い傾向がみられ
た。献血に関する知識では、「HIV 感染に気づかずに献
血することで他の人に感染を起こしてしまう可能性が
ある」88.8%、「献血では HIV 検査の結果を伝えていな
い」74.3%、「日本では献血血液を厳格に検査するシス
テムが導入されている」64.1％、「HIV の感染初期では、
現在の技術では血液からウイルスを完全には検出でき
ない」61.8%が知っていると回答している。

献血の制限項目の認識は 81.2％が認知をしているも
のの、それを知った場所が献血場所で知ったという人
が 70.2％と最も多く、学校教育も含めた、事前の情報
提供による課題が残された。

また、制限項目が、「適切ではない (18.3% )」、「まっ
たく適切ではない (7.0% )」となっており、制限が不適
切と認識する回答者も少なくなかった。前年のインタ
ビューからは、こうした意識が制限を解除する方向に
作用するという語りも聞かれたため、今後引き続き分
析を行い、実際の行動と申告内容の齟齬を提言するこ
とに役立つ提言を行う予定である。

献血を制限する条件が必要な理由について問う質問
では、「もっと知りたい（49.7％）」と高く、制限につ
いてのより一層の周知が求められる。
本調査の限界と今後の課題

本アンケートでは、リクルートの方法により母集団
に対して比較的若年層に回答が偏る傾向の限界はある

が、性的に活発な年齢の MSM 集団から回答協力を得
ることに成功した。また都市部に加え地方の地域から
の回答もあり、全国の MSM から回答を得ることがで
きた。

今回の分析は MSM( 性別を男性と回答・同性と性経
験がある ) に限定し、年齢階級毎の分析対象の特性に
ついて記述統計を行った。各変数間の関連については
十分な検討が行われていないため、更なる分析が求め
られる。

結 論
献血経験割合は回答者の 65.8％であり、21.8％が

過去 1 年に献血をしていた。献血をする動機は社会貢
献の意識が最も多く、次いで健康管理などが挙げられ
ている。その一方で、HIV 検査代わりに献血をする人

（4.1％）答えたくないが 0.9％だった。
回答者のうち、同性との性行動を開始した時期は 10

〜 20 代で 90％あった。こうした状況と、献血に関し
て集団献血や知識の提供の時期と場所に課題が見えた。
集団献血の経験者は回答者全体の 46.0％で、そのうち、
学校が 47.8%、職場が 44.0%だった。

献血の制限項目の認識は 81.2％が認知をしているも
のの、献血場所で知ったという人が 70.2％と最も多く、
学校教育も含めた、事前の情報提供による周知に課題
がのこされていることが示唆された。

また、制限項目が、「適切ではない (18.3% )」、「まっ
たく適切ではない (7.0% )」となっており、制限が不適
切と認識する回答者も少なくなかった。

献血を制限する条件が必要な理由について問う質問
では、「もっと知りたい（49.7％）」と高く、制限につ
いてのより一層の周知が求められる。

献血者側の意識を高め、実態に即した現状を問診回
答できるように、齟齬を是正するための取り組みが必
要とされている。
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